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経済論叢(京 都 大学)第168巻 第2号,2001年8月

中国 にお けるR&D体 制の変容*

「国家技術革新 システム(NSI)」 の視点か ら

馬 紅 梅

1は じ め に

中国 は改革 開放政 策 を開始 したユ979年 か ら99年 までの問,GDP比 で 年平均

9.6%の 成 長率 を達成 した(『 中国統計摘 要』2000年 版,ユ7ペ ー ジ),,し か しな

が ら,そ の成長 は資源 ・労働 ・資本等の生産要:素の殺 人の増加 による外延型成

長1〕にす ぎない と言われ,そ の成 長の持続性 につ いて は疑 問視 され てきた2〕。

.中 国政府は,技 術進歩 による集約型成長を 目標 と し,外 国か ら技術 と資本の導

入をはかる一方で,国 内 にお ける研 究開発 と経済発展 を結 びつ けるために,研

究 開発 体制(R&D体 制)の 改 革を進めて きた3}。 ここで言 うR&D体 制 とは,

研 究 開発機構`}と その管理 ・運営体 制を含めた ものである5〕。R&D体 制 改革案

*本 稿 は,日 本 国際経 済学会 関西 支部研究 会(20W年9月30日 ,大 阪 市立 大学文化 交流 セ ン

ター)に おいて行った報告 をもとに執筆 した ものである。

D改 革開放 の十数年来 の経済成長 に対ずる各種生産要素の貢献につ いて,資 本 と労働 の投入に よ.

るのが約72%を 占めた のに対 し,技 術進歩に より取得 で ぎたのは28%に 過 ぎなか ワた、先進国で

は,経 済成長の50%か ら70%が 技術進歩によ って得 られてお り,そ れ と比較す ると,低 い と言わ

ざるをえない 〔劉1.1996】)。

2}た とえば,ク ルーグマ ンは 「アジア,太 平 洋地域 の新鼻1:業 国家 ぽ異常 なまでの資源 の総動員

の結 果,経 済 成長を 千に しただ け'であ り」,こ の ような経済成長 は持続 しない と警 告 してい る

〔Knlgman[1994])。

3)中 央政府 は80年 代.初期からR&D体 制 の改革 を模索 し始めてい る。1985年 には改 革の綱 領を公

表 し,そ の後 も関連法案,規 定 などを発表 し,実 施 して きた。

4)中 国の研 究開発 機構は,① 中国科学院および傘 トの研究所,② 国務院各部門所属 の研究機構.

③ 重点高 等教育機 構 とその付属研究機構 ④ 国防関連 の研究開.発機構,⑤ 地方政府管轄 卜.の

研究開発機構 の5部 門が主体 となってい る。現在 も存在 してお り,国 家経 済貿易委 員会,国 家科

学技 術委員会,国 務 院科学技術指導小組,科 学技術省,教 育 部に指導 ・管理 され てい る、

5}中 国 にお ける2&D体 制 と技 術 革新 に関 して体 系 的 に 整理 した もの と して は,丸 山ノ
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は1985年3月13日 付 で発表 された 「中共中央 の科学技術体制改革 についての決

定」であ る。

これ まで 中国のR&D体 制 を評価 す る際 には,統 計数値 のみが重視 され,そ

して,先 進 国 と比較 して,研 究成果の商品化 ・産業化率が低 い,R&D経 費 が

少 ない,と い った問題 点が指摘 され て きたが),R&D体 制 改革 に よって実際

に形成 され てきた具体的 な制度 に も目を向けなければ ならない。そ こで本稿で

は,国 家技術 革新 システム.(NationalSystemsofInnovation,以 ドNSI)の 視

点から中国のR&D体 制の変容を檎融する。

NSIと は,技 術革新にかかわ る各アクター.(企 業,政 府,大 学)と 諸制度

が相互影響することにより,形 成されたシステムである。構造転換の過程にあ

る中国"お いて,NSIが どのような形で生成 ・進化 してきたのか,そ れを分析

することが本稿の日的である。

中国のNSIの 特徴を明らかにするため,ま ず第皿節でNSIと は何かを説明

する。第四節で改革以前のR&D体 制の特徴とR&D体 制改革の内容を概観 し,

第W節 で改革後のR&D体 制の変容を浮き彫 りにし,技 術移転を促進するため

の技術市場,民 営科学技術企業といった新制度 ・組織の役割の重要性を強調す

る。そ して改革開放 とい う環境の もとに企業が技術輸入によってキャラチ ・

アップを図る側.面が無視できない旨を指摘する。

＼[19綿],.Si扁_dG。ld.。 。・。1.{1囎9LC・n・ ・y[1酬 が あ る.ま た,葉[19957.

[19961..丸 山[2000]は90年 代 に お け る技 術 革新 の問 題 点 と 方向 性 に つ い て 検討 を加 え て い る。

6.}R&D経 費の 対GI)Pの 比 率 は94年 の⑪.5%が 例 外 的 に低 い の を 除 く と,1988年 か ら98年 まで 毎

年n.6%一 〇.7%の 間 を 推 移 し て い る、.97年 に お け る 各 国 のR&4;MGDP比 率 は.日 本

3.12%,米 国2.59%.ド イ ツ2.28%,フ ラ ン ス2.26%で あ り 〔r科学 技 術 白*」1999年 版,102

ペ ー ジ〕,企 業 のR&D対 売 卜比 も90年 代 に1.2錫 あ た りで 停 滞 し て お り,こ の 比 率 も 日 本 の

2,9%(1997年 〕,米 国 の3.5%〔1996年 〕,ド イ ツ の3.3%(1995年).と 比 べ,低 い と言 わ ざ る を

得 ない(龍 掲 書.,121ペ ー ジ)。

力 中国 は い ま三 つ の 構造 転 換 過程 に あ る 。即 ち,経 済 発 展 ない し開 発 とい う構造 転筑 体 制 移 行

とい う経 済 体 制 全 体 の 転 換,そ れ に近 代 化 とい う社 会 構 造 そ の もの の 転換 で あ る 〔中兼[2000]

5ぺ ・一ジ),
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11「 国家技術革新 システム(NSD」 とは何 か

NSIと い うコンセプ トはhmdvallお よ びFreemanに よ って提 起 され た も

のであ る。NSIに 関 する研 究 はまだそ の初期段 階 にあるので ,研 究者 に よっ

て定義 は異 な ってお り,今 後議論 の余地が まだ多 くあ る(Ediquist[1997]p .

ユ)。NSIに つ いて,Free・nanは 新 しい技術 を開発 し,導 入 し,改 善 し,普 及

させ る私 的 ・公 的セ クターにおける諸制度 のネ ットワークであ る
,と 定義づけ

てい る(.Freeman[1987]N .2)。 ま た,LundvaUは 狭 義のNSI41知 識 の捜 査

と探求(searchingandexploring)に 関 わ る制度 と組織で ,た とえば,企 業の

R&D部 門,技 術研究 所,大 学 な ど,と 定義づ けて いる.狭 義のNSIは 中 国

のR&D体 制 に相当す る。 また,広 義 のNSIは 学 習,捜 査,探 求(learning,

searchingandexploring)に 影 響 を与 え る経 済 構 造 と制 度 構 成(econ。mic

structureandinstitutionalset-Up)を 含 め る もので あ る(Lundvall[1992]p、

12)。NSiの 構 成要素 と して,① 企 業の 内部 組歓 ② 企業 間の関係 ③ 公

的部 門の役割,④ 金融 部門 の構 造,⑤R&Dの 密 度 とR&D組 織 ⑥ 教 育

と調練,な どがあげ られている(ibid.,PP.13-14>。 後 藤 による≧,「NSIは,

基 本的に三つのセク ターか らなってい る。産業,大 学,政 府がそれであ る。 こ

の三つ のセ クターが それぞれ固有 の役割 を果 た し,ま た相互に インター アク ト.

してい る場 と して,NSIを と らえる ことがで きる。 それぞれ の アクターが連

関 して,補 完的 な役割 を果たす ことによ り,全 体が一つの有機的な システム と

な ってい るのであ る」(後 藤[2000]17ペ ー ジ)。NSIの タ イ プはそれ ぞれ の

国 の制度や歴史的背景,偶 然 な どに依存 してお り,経 路依存 的である。 と同時

に制度のあ り方は逆 に技術 に規定 されてい る面がある。技術 と制度 は相互 に影

響 しなが ら共進化 を遂 げてい き,そ の結果 として.各国に固有 の技術革新 シ.ステ

ムが生 まれて くる(Nelson[1998],後 藤[2000]16ペ ー ジ)。

この ようなNSI論 に対 しては,S⑪rnn-Friese{$NSIの 構 成要素が多す ぎて,

分析 の アプローチ と しては包括 的す ぎ,ど の具体的 な制度が どの ように技術革
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新 と経済 パフ ォーマ ンスに影響 をあたえ るか;を 確定す る必 要が あ ると指摘 し

てい る(Sor㎜ ・Friese[2000]p.5)。 しか も,NSI論 の もつ政策 的重要性 は認

識 され ているが,具 体的 な政策 についての コンセ ンサ スが未 だに形成 され てい

ない,と もいわれ てい る(Arocenaand.Sutz[2000]p.56)。 概 念 および分析

方法 に問題 と限界が あ るに もかかわ らず,NSI論 は技 術革新 知識,学 習 と

制度 ・文 化的 な枠組 み に焦 点 を当 てる こ とに よって,重 要な政策 的 イ ンプ リ

.ケ ーシ ョンを示 した。従来 の科学技術政策 は特許制度,優 遇税制措 置,補 助 金,

政 府 による基礎研 究の提供 な どの政策手段 によって支 えられて.きた。 これに対

しNSIの 観 点か ら,関 連す る技 術革新 ネ ッ トワー クの発展 を促進す る こと,

ま た特 に中小企業への技術 の普及を支援 する こと,企 業 間,公 的研究機構 ・人

学 と産業 との密接 な関係 を促進す ることとい った政府へ の政策提言が行われた。

NSIの 研 究 は これ まで欧 米 を中心 に行 われ8},そ の研 究 成果 は ロ シア ・中

欧 ・東欧の移行経 済に も応用 され,企 業の技術 革新 能力 の強化,企 業 間 ・企業

と研究 開発機構 の リンケー ジを促 進す るな どの政策提言が行われ ている%こ

のNSI論 は 中国 にどのよ うな.インプ リケー シ ョンを もつ のか,を 考 える必要

があ る。

III改 革 以前のR&D体 制 の特徴 とR&D体 制 改革

改革以前のR&D体 制は,ソ 連から移植された中央集権的な体制であ り,主

要な特徴 として以下の四点を指摘することができる。

a)R&D活 動は政府所腐の研究開発機構を中心に行われた。研究開発機構は

中央政府あるいは地方政府の経済計画,ま たは科学技術発展計画に従って

研究活動に従事する。 したがってすべての費用は政府の財政,あ るいは地

方の則'政によって賄われる。研究開発成果は公共財産とみなされ,政 府の

8)Lundvall[19851,Fr肥man[1987],Dosし,et乱L「1988],Freeman(ed、)[19901、LundvaH

「1992],Nelson(ed.)/993],D,,si,TeeceandChtry(eds.)f且998]な ど が あ る 。

9)Dyker(ed.)[1997],Radosev孟[[19981,R詞o甜vic[1999]な ど が あ る 。
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行 政 手段 によ り無償で移転 ・普及され る。研究 開発 の中核であ る科学技術

マ ンパ ワーは政府部門 に偏 って蓄積 された。

② 国防面 の要請か ら軍事産業 ・軍事技術 が重視 された。軍事技術の開発に優

先 的な資源配分が なされ,.民 需部 門 とは別 に独立 した体系 を形成 したため,

民 需部 門への波及効 果が少なか った。

(3)一 般 産業技術 の研 究開発 も企業で はな く,政 府 の研究開発機構で行われた。

研究 開発機構 と企 業の リンケー ジが ほ とん ど形成 されなか った。そのため

「研究」 と.「生産」 が分離 した研究 開発 メカニズムと言われてい る。

㈲ 企業 の機能 は生産 に限定された。〔3)との関係 もあ り,企 業間の競争がない

ため,企 業 には技術革新 を行 う動機 がな く,た とえある として も研究開発

の意思決定 と資源が制限 されてい るため,技 術革新 の主体 としては機能 し

なか った。

この 「研究」 と 「生産」が分離 した研究 開発体制 は非効率であ り,技 術 の停

滞 を招 いて しまった。1957年 か ら1977年 までのGI)P年 平 均成長率は5,98%で

あ り,そ の内訳 は資本投 入 によ るものが5.20%,労 働 投入 によるものが0.77%,

そ してTFPに よ る もの は僅か0.01%に 過 ぎなか った 〔朱[1996]50ペ ー ジ)。

1978年 以 後の中国 におけ る経 済政策 の転換 はR&D部 門 に も及.んだ。中国政

府 は科学技術 について 「科学技術 を経済発展,社 会発展 と協 調 し,経 済発展 の

.促 進 を主要任務 とす る」 との基本方針 を明 らか に し,1985年3月15日 に 「中共

中央 の科 学技術 体制改革 につ いての決定」を公表 した(『 人民 日報』1985年3

月20日 付)。 改革案の主 な内容は,

〔1)研 究経 費制度 の改革。政府の補助金を削減 し,企 業の委託研究 などによっ

て研究 開.発経費 を確保 させ る。

② 技術 の商品化 ・産業化の促進。技術 市場 を設け,技 術移転 を促進す る。

(3)研 究機構 の自.ド権の拡大。研 究機構に研 究計画,経 費,人 事管理,組 織編

成 な どに関す る自主的決定権をあたえる。

㈲ 企業 による技術革新の強化。研 究開発の主体 を政府主体か ら企業 に移行 さ
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せ る。

㈲ 国防R&D体 制 の改革。軍需技術 と民需技術 の結合 を目指す。

な どで あった。

IVR&D体 制 の変容

亘 改革開放期のR&D体 制の特徴

改革以後のR&D体 制には改革の以前のR&D体 制とはいくつかの相違点が

あり,そ してい くつかの新制度 ・新組織が設立された。第1表 は改革以前 と改

革後のR&D体 制の特徴を比較したものである。

ここで注目すべきなのは,な によりもまず研究開発を行う主体の変化である。

改革以前は政府所属の研究開発機構のみが研究に従事していていたのが,改 革

以後は企業,大 学といった民間の研究機構が加わっている。研究成果が商品と

しての価値をもつようにな り,金 銭的な報奨があるというインセンチ.イブが与

えられる。また,研 究成果を保護する必要 も生 じ,「特許謝 などが整備され,

開発された技術や研究成果を移転させるために,仲 介会社,技 術市場 も徐々に

整備されていった。

特にここで強調 しておきたいのは,中 国政府による制度学習である。中国政

府は民間または外国から新制度を取 り入れてきた。技術会社,技 術市場,ハ イ

テク開発区などは,い ずれもボ トムアップの形で民間において自発的に組織さ

れたものであるが,の ちに政府の選別によって トップダウンの形で全国範囲に

普及 していた ものである。例えば,最 初の技術会社は1980年 落陽市に誕生 した

落陽市技術服務公司であ り,最 初の技術交易会は81年 に武漢で.開かれた科学技

術成果交易会であ り,最 初のハイテク開発区は85年 に中国科学院と添加市政府

が共同で設立 した深坦科学技術工業園である。その経験 をもとに,88年 に北京

市海淀LXIII関村にアメリカのシリコン・バ レーを模 した高新技術産業開発実験

区が設置されたのである。中国政府は試験錯誤を経て,管 理運営体制を整備 し,

改善 しているのである。
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第1表 中 国 のR&D体 制 の 変 容:】949-1999年

(145)59

R&D体 制改革以前 R&D体 制改革以降

①研究機構 政府所属の研究開発機構 政府所属の研究開発機構

企業・大学・合弁企業・民営技術企業に所属するR&D

機構の増加

② 研究経費 研究資金全額の政府提供 資金源が三つ:政 府による一部資金提供

銀行融資

企業または研究開発機構の自己調達資金

③ 利 用 者 軍事セクター ・国有大中型企業 産業目的 ・商業目的に研究成果の利用の増加

④ 研究成果

の移転

政府の指令

無償

研究開.発機構の自主決定

有償

⑤ 報奨制度 科学者 ・技術者への物質的なイ

ンセ ンティブが少ない

科学者 ・技術者 ・企業家への物質的な インセンティブ,

便益,奨 励が増加する

⑥ 新 制度

新 組織

『特許法」 『技術契約法」などの関連法制度の制定

技術市場の設立

技術会社,技 術仲介会社,技 術サービス会社の発展

民営科学技術企業の増加

ニューテク ・ハイテク開発区の設立

研究開発機構の企業化

企業内部のR&D部 門の強化

2資 金調達のチャンネル

改革以前 のR&D体 制 において,政 府 はR&D経 費 の全額を提供 していた。

改革以後,政 府は基礎研 究,国 家重点 プロジェク トの研 究お よびハイテク開発

に財政補助金 を出 してい る。一方,研 究成果の商品化 ・産業化 に関す る経 費は

企業 の自己調達 が中心で ある。政府 は低利融資,優 遇税制措 置な どを提供 して

い る。全国のR&D経 費 の中に政府が しめ る割合が1988年 の43.9%か ら1996年

の34.1%ま で低 下 している(丸 山 「2000]120ペ ー ジ)。

NSI論 の研 究 において は,金 融市場 の構造 と技術 革新 との関係 が重視 され

てお り,市 場 に基づ く金融制度 と信用 に基づ く金融 制度 のあ りか たが技術 革新

に異な る影響 を与 える,と 考 えるのである。例 えば,ア メ リカ,イ ギ リスでは
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企業 は株式市場 を通 じて資金調達 を行 い,短 期的な利益 を追求す る傾 向があ る。

それ に対 して 日本,ド.イ ッで は企業 は銀行 を通 じて資 金を調達 し,長 期.的な視

野 に基 づ い た 技 術経 営 戦 略 を営 む傾 向 が あ る とい う こ とで あ る(Albert

[1992])。90年 代 アメ リカにおけるハ.イテク企業 の成功 の背景 にはベ ンチ ャワ

キャピタルの存在 がある。技術.革新 にさまざまな類型 があ るように,そ れ を成

功 させ るにもさ まざまな資金調達 ルー トが必 要 なのであ る。 リ.スクの高い技術

企業 には政府の支援 および保証が必要であ る。

研 究成果め商品化 の資金 に関 しては,自 己調達 が56%,国 家 の科学技術 ロー

ンが26.8%,ベ ンチ ャーキ ャ.ピ.タルが2.3%で あ る。多 くのベ ンチ ャー企業 は

資金不足 の問題 に悩 んで い る。 中国政府 は諸外国 の経験 を借 りて,資 金調達

ルー トの多様 化(株 式,債 券,ベ ンチ ャー キャ ピタル な ど)を 試 みて いる。.

1998年 に科学技術 者の起 業を支援す るた めに政府 による10億 元の資金拠 出 と20

億 元 の銀行 ロー ンを もとに 「科学技術 型中小企業基金」が設 立 された σ中国

経済年鑑』1999年 版,433ペ ー ジ).中 国 政府 も中国版のナ スダ ック市場 の設立

を検 討 してい る(FinancialTimes,July19,20W)。 こ のよ うな多様 な資金調

達 のルー トの確立 は,今 後 の技術 の商品化 ・産業化 に有利 な条件を提供 するで

あろ う。

3技 術の商品化

研究開発機構に技術開発 と技術販売を促進させ,こ れによって国内の技術移

転 ・普及を促すという目的から,研 究開発の成果一 デザイン,プ ロトタイプ,

ノウハウなど一 が商品として認められた。集団または個人で.R&Dや 技術

サービス業を営むことが認可されたのである。技術取引の前提条件の一つであ

る関連法制度の整備が行われる.1982年 に 『商標法』が,84年 に 『特許法』が,

そして87年6月 には 『技術契約法』が公布された。技術交易を円滑ならしめる

ため,85年4月 には国務院に全国技術市場協調指導小組,国 家科学委員会には

技術市場管理弁公室,各 省 ・市には技術取引行政管理機構が設立され,技 術取
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引 に 関する行政 的な管理体制が整え られた。

技術成果 は有償移転 され るもの として,そ の取引媒介 となる技術.市場 の開設

が1984年 末 に決定 された。技術市場 の具体 的な形態 は,見 本市,技 術 会社 によ

る仲介,直 接取引,公 開入札 な どである。

技術市場 の最大の売 り手は政府所属 の研究開発 機構 であ り,最 大 の買 い手 は

工業企業であ る(包[1996]378ペ ー ジ)。 応 用研 究 ・技術 開発 を主 とす る研究

開発機構 は,研 究経 費制度改革 によって政府か らの科学研究経費 の支給 を削減

され,技 術 の販売,コ ンサルテ.イングの提供 と.いった活動 を通 じて収入拡大 に

努力せざ るを得 な くなった。一方,企 業は市場競争 に直面 して積極的 に技術.市

場 に参 加 し,技 術 を獲得 してい った。技 術市 場に おけ る取 引額 は設立 当初の

1986年 の20億6000万 元 か ら98年 の435億8000万 元 まで増 大 してお り,技 術 の移

転 に とって重要 な役割 を果た している(「 中国統計 年sl1987,1999年 版)。

4民 営技術企業の発展とハイテク産業の育成

研究成果の商品化 ・産業化を促進するために1980年 代半ば以降,徐 々に民間

企業に対する規制が緩和され,研 究者 ・技術者が研究開発機構からズピンオフ

して企業を設立することが許可されていった1。㌔,北京市海淀区中関村は中国科

学院 ・大学 ・国務院の工業部門所属の研究所が集積 しているところである。そ

この多 ぐの大学や研究所は科学研究者の起業を積極的に支持 し,ス どンオフし

た子会社に人材を派遣すると共に,資 金や場所,設 備等の面において支援 して

いる(奥 野編[1999]150ペ ージ)。誕生した技術型企業を育成するため,既 述

の如 く1988年 に北京市海淀区中関村にはじめてのハイテク開発実験区が設立さ

れたのである。同時に実験区に行政管理部門としての弁公室が設立され,実 験

区にある企業の輩督,会 計サ「ビスの提供,融 資の仲介などの業務を受け負っ

ている(前 掲書,51ペ ージ)。中央政府は,ハ イテク企業に対 しては法人所得

10)ス ピンオ7と は会社 の一部 を分離,独 立会社 と新設す ることを意味 する(『 最新英語情報辞典」

小学館,].986年,第2版).
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税 の15%の 優 遇税制,新 技術企業 に認定 された もの には銀行 か らの特別貸付,

さ らに重点領域 において高技術産業 に取 り組む企業 には優遇措置 が 与え られ る

な ど,各 種の優遇措 置でハイテク企業 の発展 を支援 してい る。 このよ うに,起

業家精神,科 学技術者の知識 と技能,母 体か らの資産移転,開 発区弁公室 の支

援 および政府の優遇措置が結合 して,中 関村のハ イテク企業の発 展を開花 させ

たので あ る1[〕。1980年 代 か ら97年 末 まで に,中 国で は5000余 りの.スピンオフ企

業 が設 立 され た(『 中国経 済年鑑」1998年 版,430ペ ー ジ)。 ス ピンオフ企業 は

中国の電子 ・情報,新 素材 ・新 エ ネルギー ・環境科学,医 薬品 ・バ イオテ クノ

ロジ「.といった科学 集約的産業 の主 力 となってい る(奥 野編[1999」39ペ ー

ジ)。

.中 関村で の実験が成功 した後,国 務 院d:1991年,92年,97年 の3.回 にわ たっ

てハ イテ ク開発区の設立を認可 した。2000年 現 在,国 家認可のハ イテ ク開発 区

は全 国に53ヵ 所あ る。そ うした.ハイテ ク開発 区の投資条件 を改善す るために,

地 方政府 はイ ンフラ施設,工 場,イ ンキ ュベー ター施設,生 活施設な どの建設

に努め,1996年 に は184億9000万 元 を投資 している。 そ してハ イテ ク開発 区の

なかに,企 業設立 を支援す るための創 業サービ.スセ ンターが設立 された。96年

末 まで に全国 において80ヵ 所 の創業サー ビスセ ンターが設 享されてい る(『 火

炉計画1996年 度 報告』)。こうい つた措 置は研究成果 の商品化 ・産業化 に大 きな

役 割 を果 た した。98年 には 中国 の科 学技術企 業が1万6097社 に まで増加 し,

174万 人 を雇用 し,生 産高 は4333億6000万 元 にまで増加 している(『 中国統計年

鑑』1999年 版,686ペ ー ジ).。

5企 業の技術革新促進

1980年 代 に入 る と,研 究開発機構の活性化 とハイテク産業 の育成 と同時 に,

企 業の技術革新能力 を高め ることが もうひ とつ の政策 的課題であ った。特 に政

府は国有大 中型企業 を技術革新の主役 とな.るよ うに一連 の政策 を実施 した。

11)詳 しくはG眼[1996],奥 野[19991の 北京市新技術産業開.発区の事例研究を参照されたい。
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a)国 有大中型企業のR&D部 門の強化

ユ985年の改革案のなかで企業R&D強 化のために企業内研究開発機構(設 計

院,研 究所,研 究開発室など)を 整備するという方針が うちだされた。企業の

新製品開発や技術改造の資金的余地を確保させるため,利 潤の留保,科 学基金

の提供 と税制上の優遇措置を採用 した(.丸 山[1988]231ペ ージ.)。87年の国務

院の 「関与推進科研設計.中.位連人大中型工業企業的規定」により大企業の技術

開発力を強化 し,研 究成果の生産への適用を円滑にするため,部 所属の研究所

や設計院を大 ・中型企業や企業集団に吸収させることになった(『人民日報』

ユ987年2月8日 付)。 それにより,96年 末までに5DOヵ所の研究開.発機構が企業

に吸収されたのである(『中国経済年鑑』1997年 版,415ペ ージ)。

また,19鱒 年5月 に国務院の各部所属の研究機構の再編成についての決定が

打ち出された。そして国家経済貿易委員会が管理する10の産業局(98年 以前は

「部」)に 所属していた242ヵ 所の科学研究機構に対する機構改革が6月 までに

実施 され,そ の中の131社 が企業ない し企業集団に吸収合併 されたのである。

今後,5100ヵ 所もある科学技術研究機構のうち,開 発関係の機構を中心に大部

分を2年 以内に企業に移す計画だという(『人民 日報』海外版,1999年5月27

日付)。 国有大中型企業に所属する研究開発機構の数は90年 の8116ヵ 所から98

年の1万926ヵ 所まで増加 した(『 中国統計年鑑』1994,ユ999年 版)。 もともと

は政府所属の研究開発機構の数が企業所属の研究開発機構より多かったが,91

年以降は企業所属のほうが多 くなっており,R&D体 制改革でいわれた.「R&D

の中心は企業にある」との方針が実現 しつつあるのである。

b)研 究開発機構 ・大学 と企業の共同研究 ・開発

政府は研究開発機構,大 学,企 業の聞の協力関係 を強めるため多様な形態の

連合化を促進する政策を打ち出した。例えば,④ 技術開発機構 と大企業ない し

企業集団を連合させる,⑤ 企業 と研究開発機構が共同でベンチャー企業を設立

する,◎ 研究開発機構 と関連企業がエ ンジニアリング企業を設立する,④ 大学

の工学部などが企業 と産学共同で技術開発機構を設置 したり,工 場を経営 した
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りす る.,④ 大学工学部 に企業の出資 によるパイ ロッ ト工場 を設立す る,な ど多

様 な形態が試 み られ たが,い ずれ にして も科学技術 と生産が 緊密 に結合 した メ

カニ ズムを形成 させ るのが 日的であ った。1996年 末 まで に1500ヵ 所 の研 究開発

機構が企業 と協力関係 を結 び,600ヵ 所 の研究 開発機 構が企業 の研究 開発 の.支

援 機構 となった(『 中国経済年鑑11997年 版,415ペ ー ジ)。

の 企業集団化 を通 じた技術革新 と普及の促進

80年 代半 ば以 降 政府 は規模の経 済を実現 し,産 業組織構造の合理化 をはか

るため に企業集団化 を促 進 した12'。これ は 日本 の系列企業 と韓 国の財 閥企業 に

ヒン トを.得た もので,技 術力のあ る大手企業 の傘下 にた くさんの同業企業を連

合させ,分 散 した企業の 問で生 じていた重複隼産,重 複投資 をさけ,規 模 の経

済を享受せ しめ,技 術開発能力を強化 し,集 団内部 の中小企業 に技術 を普及 し,

経 営効率を高 めさせ ることを目的 とす るもので ある。

90年 代 の後半 に行われた国有企 業改 革のなかで は,.企 業集団設立の促 進が重

要 な措 置 の.一つで あ る。 国家 経済 貿易 委 員会 が 出 した1996年3月7日 付 の

「1996年 国 有企業改革工作 に関す る実施意見」 の通知 の中で,国 有 企業 に対 し

て戦略的な改組 を行 うことが発表された(『 経済 日報』1996年4月9日 付)。 こ

の戦略的改組 には大型企業集団を世界 的企業 に育てるこ とを目標 とし,企 業集

団の発展 に政府が国有資本力 を集中す る政策が伴 うとい う。96年 には国家 レベ

ルで57社 を選別 し,企 業集団 の試点 とした。97年1こ 企業集 団の数を120社 に ま

で増加 した。自動車産業では2⑪10年 ま でに3-4の 企 業集団 に集約す る方針が示

されている。また,電 子産業 において も有力 メーカー6社 の規模 拡大 と多角化

を政府 が重点的 支援す る方針 であ る(丸 川[1997]112ペ ー ジ)。 そのほかに,

1998年 に鉄鋼産業で は ヒ海宝 山鉄鋼総公司が,.家 電産業では海蘭集 団公 司,康

佳 集団公司が,ほ か の企 業 を吸収合併 して設立 されてい る(Smyth[2000]p.

723)っ

12)中 国 は企業の人型化 と企 業の集団化 を促 進すべ きとの議論 につ いてはSmyth[2000]を 参照 さ

れ たい。
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第1図 国有大巾型企業のR&U費 と技術輸入の額

(単位:億 ドル〕

〔151}65

一◆一 圃有人中型企業のR&DU費+設 備と技術導入の額
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注:元 と ドル の為 替 レー トは 『中 国 統 計 年 鑑」1999年 版.946ペ ー ジ。

出所:『 中 国 統計 年 鑑 』199正.1994,1999年 版 よ り作 成 。

d)外 国技術導入と企業の技術力の強化

呂0年代から国有大中型企業の設備更新及び技術力の強化のために,日 米欧の

先進国から匝額の設備 ・技術が導入された。第1図 から明らかなようにR&D

支出の増加に比べて技術導入に費やされた額は急増している。導入された技術

はエネルギー,石 油化学,機 械電子,通 信 ・交通,冶 金の五つの秀野に集中し

ているのである。

計画経済期から国有大企業は一.・般的にマンパワー,技 術,資 金,設 備の配分

面では相対的に優遇されてお り,R&D機 構や設計院等の機構 も擁 しているた

め,企 業のR&D資 源を.利用して外国の技術を消化 ・吸収させ,技 術開発能力

を強化させるのが政府の目的であった。技術の輸入先は大企業である場合が多

く,し か も技術の買い手と売 り手の間の長期にわたるインターアクシ ョンが

伴っている。これらの条件は技術導入側の技術力の向上にはより多 くの機会を

与えている。
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第2図1991-1997年 技 術 輸 入 の 分 野 別 の割.合(金 額 ベ ー ス)

建設業
2%

軽工業 ・紡績業

5%

通信

その他

8%

石油化学
20%

機械 電子

19%

出所:『 中国統計年鑑」.1990,1994,1ヨ99年 版,r中 国対外経済貿 易

.年鑑」1992-1998各 年.版よ り作 成。

Vむ す び

従来の中国のR&D体 制は 「研究開発」 と 「生産」が分離されていたため,

研究成果と生産発展が結びつかなかった。改革開放以来,政 府は科学技術の発

墨を重視 し,技 術の開発 ・移転 ・普及のために,さ まざまな政策を打ち出 して

きた。85年 以降のR&b体 制改革は,企 業主導型のR&D体 制への転換を目指

して行われてお り,そ の効果 も現れ始めている。この改革を通 じて,政 府,企

業,お よび研究開発機構の役割 と相互影響のあ り方も大きく変化 し,技 術革新

をサポー トする制度 ・組織が整備されてきたのである。形成されつつある中国

型のNSIの 特徴を以下にまとめる。

① 政府は技術革新を行う主体であったが,現 在では技術革新推進のための環

境整備に重点を移 している。産官学の連携の促進,研 究開発の成果の移転

だけではなく,民 間技術企業の起業を含めて,新 製品の開発,新 産業の育

成を円滑に進めていくことがで きるように,関 連法制度の整備,優 遇税制,

低利融資などの優遇措置をとっている。 しか も,中 国政府は民間および外
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国か ら技術革新 に有利 な制度 を取 り入れ て.普 及 してい く制度学 習を行 っ

てい る。

② 研究開発 機構 か らの技術移転 を促進す るため に設立 された技術市場 は,科

学研 究開発機構 と工業 企業 間の技術移転 を促進 し,技 術交流 の場 となって

い る。

③ 民営科学技術企業 の発展は中国NSIの 特 徴 の つ で ある。研 究開発 機構

か らのス ピンオフ企業 は,研 究成 果の商品化 ・産業化 に大 きな役割を果た

し,ハ イテ ク産業 の主力 となって.いる。 ハイテク ・ニ ューテク開発区は科

学技術企業発展の基地 とな ってお り,現 在全国 に53ヵ 所あ る、,

④ 中国の企業 は企 業内部のR&D部 門 を強化 し,外 国か ら技術 輸.入を通 じて,.

キ ャッチ ・ア ップを試 みている。企業 の集団化 を通 じて,大 企業 と中小企

業 間の技術 移転 ネ ットワー クの形成が 目指 されてい るのであ る。

R&D体 制 改革の結果,研 究成果 の商品化 ・市場 化,イ ンセンティブの向上,

制 度 ・組織 の革新 とい う.面で は 定 の成果が達成 し,産 官学 とリンケージが強

化 されたので ある。NSIを 分 析 の視点 とす ることによ り,技 術革新 を成功 さ

せ るための諸制度が徐 々に整備 されて きた ことが明 らか とな り,今 後,諸 制度

の実行 と改 善を通 じて,さ らなる技術進歩が実現で きるであろう。

本稿 で は,主 に 中国のR&D体 制 改革 の制 度 的側 面 に限定 して,NSI論 を

もちいて論 じて きた。 中国のR&Dの 実績 につ いては論 じられてい ない。90年

代以 降,外 国の対 中直接投資 が急増 し,中 国 のNSIに どの ようなイ ンパ ク ト

をあた えてい るのか,を 検討する必 要がある。 これ らの問題 を次稿の課題 に し

た い。
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